
	項　目　別　の　状　況


	第１　府民に提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項


	　中　期　目　標
	・府立病院機構は、大阪府の医療施策として求められる高度専門医療を提供するとともに、府域における医療水準の向上を図り、府民の健康の維持及び増進に寄与するため、府立の病院を運営すること。
・府立の各病院は、次の表に掲げる基本的な機能を担うとともに、機能強化に必要となる施設整備などを計画的に進めること。
・また、府域における医療水準の向上を図るため、地域の医療機関との連携・協力体制の強化等を図ること。
・さらに、患者や府民の目線に立ってその満足度が高められるよう、各病院において創意工夫に努めること。
病院名
基　本　的　な　機　能
大阪府立急性期・総合医療センター　
・救命救急医療、循環器医療など緊急性の高い急性期医療
・がん、心疾患・脳血管疾患、糖尿病、生活習慣病、腎移植、難病などに対する専門医療及び合併症医療
・障がい者医療及びリハビリテーション医療
・これらの医療水準の向上のための調査、研究及び教育研修
大阪府立呼吸器・アレルギー医療センター
・呼吸器疾患、肺腫瘍、結核、アレルギー性疾患を対象に、急性期から慢性期在宅ケアに至る合併症を含めた包括医療
・これらの医療水準の向上のための調査、研究及び教育研修
大阪府立精神医療センター
・精神障がい者の医療及び保護並びに医療水準の向上のための調査、研究及び教育研修
・発達障がい者（児）の医療及び療育並びにこれらに関する調査、研究及び教育研修
大阪府立成人病センター
・がん・循環器疾患に関する診断、治療及び検診
・がんに関する調査、研究、治療法の開発及び教育研修
大阪府立母子保健総合医療センター
・母性及び小児に対する高度専門医療
・周産期疾患・小児疾患・母子保健等に関する調査、研究、治療法の開発及び教育研修



	第１　府民に提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置１　高度専門医療の提供及び医療水準の向上


	　中
　期
　計
　画
	・府立の病院は、高度専門医療の提供と府域の医療水準の向上、患者・府民の満足度の向上や安定的な病院経営の確立を基本理念に、府民の生命と健康を支える医療機関として、それぞれの専門性の向上を図りつつ、時代の要請に応じた医療サービスを提供する。
・大阪府立急性期・総合医療センター（以下「急性期・総合医療センター」という。）、大阪府立呼吸器・アレルギー医療センター（以下「呼吸器・アレルギー医療センター」という。）、大阪府立精神医療センター（以下「精神医療センター」という。）、大阪府立成人病センター（以下「成人病センター」という。）及び大阪府立母子保健総合医療センター（以下「母子保健総合医療センター」という。）は、それぞれの役割に応じた高度専門医療を中心とした安全で質の高い医療を提供するとともに、地域の医療機関との連携、人材養成や臨床研究等を通じ、府域の医療水準の向上を図る。


	第１　府民に提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置
１　高度専門医療の提供及び医療水準の向上
（１）府の医療施策推進における役割の発揮


	　中
　期
　目
　標
	①各病院の役割に応じた医療施策の実施
・府立の各病院は、健康医療行政を担当する府の機関と密接に連携・協力しながら、法令等に基づき府の実施が求められる医療、府の政策課題として担うべき医療、他の医療機関では対応が困難な医療など、各病院の特性に応じて府の医療施策の実施機関としての役割を果たすこと。
特に、法令改正や医療施策の動向などを踏まえ、第2期において新たに取り組むべき医療施策を次のとおり示す。
ア　新型インフルエンザをはじめとする感染症対策において、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成10年法律第114号）に基づく二類感染症患者の受入れに対応するなど、府域の医療機関の先導的役割を果たすこと。
イ　府域における救急医療の一層の強化を図るため、高度救命救急医療を担う基幹的な救命救急センターとしての役割を果たすとともに、重症小児患者や未受診妊産婦等の積極的な受入れ、精神科救急と一般救急の連携など、一層の機能強化を図ること。
ウ　がんの集学的治療の提供や緩和ケア医療の推進など、府のがん医療全般における先導的役割を果たすとともに、府のがん対策に対する政策提言機能の一層の強化を図ること。
エ　重症病児の在宅医療への移行を支援するため、保健所や地域関係機関との連携による在宅医療支援モデルを構築するなど機能の強化を図ること。
オ　発達障がいなど子どもの心の問題に対応するため、子どもの心の診療拠点としての機能強化に努め、府域の医療機関の先導的役割を果たすこと。
②診療機能の充実
・各病院が府の医療施策における役割を着実に果たし、医療需要の質的・量的変化や新たな医療課題に適切に対応できるよう、診療機能の充実を図ることとし、あわせて数値目標の設定に努めること。
・また、患者動向や医療需要の変化に即して、診療部門の充実や見直しなどを図ること。
・さらに、必要に応じて、国内外の医療機関との人材交流を行い、医療水準のさらなる向上を目指すこと。
③新しい治療法の開発・研究等
・成人病センター及び母子保健総合医療センターにおいては、病院、研究部門及び調査部門が連携し、疫学調査や診断技法・治療法の開発及び臨床応用のための研究を推進すること。また、大阪府がん登録事業など府の健康づくり施策の基礎となる調査を行うこと。さらに、他の病院においても、それぞれの高度専門医療分野において、調査や臨床研究を推進すること。
・各病院において、府域の医療水準の向上に寄与する観点から、大学等の研究機関や企業との共同研究などを積極的に行うこと。
・また、治験についても、治療の効果や安全性を高めるなど、新薬開発等への貢献の観点から、積極的に推進すること。
④災害や健康危機における医療協力等
・災害時において、大阪府地域防災計画に基づき、府の指示に応じるとき、又は自ら必要と認めたときは、基幹災害医療センター及び特定診療災害医療センターとして患者を受け入れるとともに、医療スタッフを現地に派遣して医療救護活動を実施すること。
・また、新型インフルエンザ等の新たな感染症の発生など、健康危機事象が発生したときは、府の関係機関と連携しながら、府域の医療機関の先導的役割を担うこと。



	中期計画
	年度計画
	法人の自己評価
	委員会評価

	
	
	評価の判断理由（実施状況等）
	評価
	評価
	評価の判断理由・評価の
コメントなど

	1 　各病院の役割に応じた医療施策の実施及び診療機能の充実

	・府立の病院は、医療施策の実施機関として健康医療行政を担当する府の機関と連携し、それぞれの基本的な機能に応じて、次の表に掲げる役割を担う。

	・大阪府立急性期・総合医療センター（以下「急性期・総合医療センター」という。）、大阪府立呼吸器・アレルギー医療センター（以下「呼吸器・アレルギー医療センター」という。）、大阪府立精神医療センター（以下「精神医療センター」という。）、大阪府立成人病センター（以下「成人病センター」という。）及び大阪府立母子保健総合医療センター（以下「母子保健総合医療センター」という。）は、医療施策の実施機関として健康医療行政を担当する府の機関と連携し、それぞれの基本的な機能に応じて、次に掲げる役割を担う。
	
	
	
	


	・府立の病院に位置付けられた役割や新たな医療課題等に適切に対応するため、各病院は、治療成績等について目標を設定し、その達成に向けて、次のとおり新たな体制整備や取組の実施など診療機能を充実する。
	
	
	
	
	

	ア　急性期・総合医療センター


新入院患者数
	(人)
	335
	320
	423
	103

					88

	精神科救急・合併症入院料算定患者数（人）
	155
	―
	328
	173

	大阪難病医療情報センター療養相談件数（件）
	3,788
	―
	3,957
	169

	がん治療患者数（人）
	7,055
	―
	8,850
	1,795


外来化学療法室の外来化学療法件数（件／日
	）
	15.9
	―
	21.7
	5.8

	一般病棟のリハビリテーション実施単位数（単位）
	78,603
	85,000
	79,977
	△5,023

					1,374

	患者一人当たりのリハビリテーションの単位数（単位）
	1.5
	2.0
	1.87
	△0.13

					0.37

	回復期リハビリテーション病棟(49床) の病床利用率（％）
	91.4
	―
	91.6
	0.2

	障がい者等施設病棟（38床）
の病床利用率（％）
	92.5
	―
	88.7
	△3.8

	障がい者外来
延べ患者数（人）
	5,005
	―
	5,567
	562

	障がい者歯科
延べ外来患者数（人）
	5,340
	―
	5,452
	112

	地域周産期母子医療センター
ＯＧＣＳによる受入患者数
（人）
	115
	―
	102
	△13

	ＮＩＣＵ受入患者数（人）
	106
	―
	106
	0


	※救急車搬送患者数の減少は、三次救急告示医療機関で対応していた中毒等の救急車搬入患者が他の二次救急告示医療機関で一部対応可能となる府の搬送基準の見直しや、自走式のＣＴ撮影装置導入工事等の影響によるもの
	Ⅲ
	Ⅲ
	


	第１　府民に提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標
１　高度専門医療の提供及び医療水準の向上
(4) より安心で信頼できる質の高い医療の提供


	　中
　期
　目
　標
	1 医療安全対策等の徹底
・府民に信頼される良質な医療を提供するため、医療事故に関する情報の収集・分析に努めつつ、医療安全対策の徹底を図るとともに、院内感染防止対策を確実に実施すること。
2 医療の標準化と最適な医療の提供
・患者負担を軽減しながら、より短い期間で効果的な医療を提供するため、クリニカルパス（疾患別に退院までの治療内容を標準化した計画表をいう。）を活用して、質の高い医療を提供すること。
3 患者中心の医療の実践
・「医療の中心は患者である」という認識のもと、患者の権利の尊重を徹底すること。
・そのためには患者が自ら受ける医療の内容に納得し、自分に合った治療法を選択できるよう、十分な説明に基づくインフォームド・コンセント（正しい情報を伝えた上での医療従事者と患者との合意をいう。）を徹底すること。
・さらに、患者やその家族を支援する観点から、セカンドオピニオン（患者やその家族が、治療法等の判断に当たって、主治医とは別の専門医の意見を聞くことをいう。）や医療相談などを実施すること。

	中期計画
	年度計画
	法人の自己評価
	委員会評価

	
	
	評価の判断理由（実施状況等）

	評価
	評価
	評価の判断理由・評価のコメント
など

	1 　医療安全対策等の徹底

	(15)

・府民に信頼される良質な医療を提供するため、医療安全管理体制の充実を図るとともに、外部委員も参画した医療安全委員会、事故調査委員会等において医療事故に関する情報の収集・分析に努め、医療安全対策を徹底する。また、医療事故の公表基準を適切に運用し、医療に関する透明性を高める。
・患者、家族等の安全や病院職員の健康の確保のため、感染源や感染経路などに応じた適切な院内感染予防策を実施するなど、院内感染対策の充実を図る。
・医薬品等の安全確保のため、医薬品及び医療機器に関する安全情報の的確な提供、服薬指導（入院患者が安心して薬を服用することができるよう、薬剤師が直接、副作用の説明等の薬に関する指導を行うことをいう。）の充実を図る。
服薬指導件数に係る目標（単位：件）
病院名
平成21年度実績
平成27年度目標値
急性期・総合医療センター
7,164
11,500
呼吸器・アレルギー医療センター
5,337
6,500
精神医療センター
1,692
2,200
成人病センター
5,516
7,000
母子保健総合医療センター
1,314
2,000
合計
21,023
29,200

	・各病院の医療安全管理委員会、事故調査委員会等において医療事故に関する情報の収集・分析に努め、医療安全対策を徹底する。
・また、医療事故防止のため、各病院の医療安全管理者による会議を定期的に開催して、病院間の医療事故等の情報交換・共有に努める。
・医療に関する透明性を高めるため、医療事故の公表基準に基づき、各病院において公表を行う。
・各病院において、院内感染防止対策委員会を定期的に開催するとともに、感染原因ごとのマニュアルの点検を行う。また、研修等により職員への周知を図り、院内感染防止対策を徹底する。
・各病院において、医薬品等の安全確保のため、医薬品及び医療機器に関する安全情報の的確な提供、服薬指導（入院患者が安心して薬を服用することができるよう、薬剤師が直接、副作用の説明等の薬に関する指導を行うことをいう。）の件数の増加を図る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	○医療安全に関する取組み
・　病院間の医療事故等の情報交換・共有化を図るため、各病院の医療安全管理者による会議（医療安全管理者連絡会議）を定期的に開催（11回開催）した。
・　医療事故公表基準に基づき、各病院の医療事故の状況について、4月末に平成22年度下半期分を、10月末には平成23年度上半期分を各病院のホームページにて公表した。また、平成23年度下半期分については、平成24年4月末に公表を行った。
・　医療コンフリクト・マネジメントの概念や知識、理論や技法を学び、実際のメディエーションの場面で活用するスキルを習得するため、外部講師を招聘し5病院合同の医療安全研修会を6月に実施した。
（テーマ：「医療コンフリクト・マネジメント」（導入・基礎編）、参加者30人（医師、看護師、事務等の各職種））
○院内感染防止に関する取組み
・　各病院において、定例の院内感染防止対策委員会を毎月開催したほか、新規採用の医師、看護師、医療技術職員に対する講習会やセミナーの開催、各種感染マニュアルの改訂、ＩＣＴ（感染制御チーム）ラウンドの定期的な実施を行った。
○医薬品等安全確保の取組み
・　各病院において、医薬品・医療機器に関する安全情報を院内の安全管理委員会において報告するとともに、院内ＬＡＮを活用し、情報を掲載するなど周知徹底を図った。
・　服薬指導件数については、5病院全体で目標及び前年度実績を上回り、うち4病院が目標、前年度実績をそれぞれ上回った。
服薬指導件数（単位：件）
病院名
平成22年度
実績
平成23年度
目標
平成23年度
実績
目標差
前年度差
急性期・総合医療センター
9,053

9,000
9,994
994
941
呼吸器・アレルギー医療センター
5,989
6,000
7,129
1,129

1,140

精神医療センター
2,125
2,100
2,116
16
△9
成人病センター
5,805
6,000
6,675
675
870
母子保健総合医療センター
1,573
2,600
2,278
△322
705
法人全体
24,545
25,700
28,192
2,492
3,647

	Ⅲ
	Ⅳ
	○服薬指導について、５病院全体で目標及び前年度実績を上回り、うち４病院が目標、前年度実績をそれぞれ上回っている。
○また、各病院において院内感染防止委員会を定期的に開催するとともに、院内講習会等の開催のほか各種感染マニュアルの改訂等、感染対策を実施している。
※服薬指導件数は病院全体で大幅に増加していることから、「Ⅳ」評価が妥当と判断した。

	2 　医療の標準化と最適な医療の提供

	(16)

・入院における患者の負担軽減及びわかりやすい医療の提供のため、科学的な根拠に基づく医療（ＥＢＭ：Evidence Based Medicine）の提供及び医療の効率化の両面を踏まえて、クリニカルパス（疾患別に退院までの治療内容を標準化した計画表をいう。以下同じ。）の作成、適用及び見直しを行い、より短い期間で質の高い効果的な医療を提供する。
　
クリニカルパス適用率等に係る目標
病院名
適用率（％）
種類数（種）
平成21年度実績
平成27年度目標値
平成21年度実績
平成27年度目標値
急性期・総合医療センター
82.9
80.0
538
540
呼吸器・アレルギー医療センター
33.6
40.0
60
70
成人病センター
56.5
71.0
119
190
母子保健総合医療センター
41.3
55.0
96
120
備考　クリニカルパス適用率は、新入院患者に対する適用患者数の割合をいう。
・蓄積された診療データを分析し、経年変化及び他の医療機関との比較を通じて、各病院における医療の質の向上に役立てる。
・財団法人日本医療機能評価機構による病院機能評価を受審するなど、第三者機関の評価に基づく医療の質の確保・向上に努める。

	・入院における患者の負担軽減及びわかりやすい医療の提供のため、各病院において、電子カルテやＤＰＣの導入状況を踏まえつつ、院内のクリニカルパス委員会等における検討を通じ、作成済みのクリニカルパスの点検や、新たなパスの作成に努めるとともに、適用率（新入院患者に対する適用患者数の割合をいう。）を向上させる。
・精神医療センターでは、緊急救急病棟において実施している統合失調症クリニカルパスの適用拡大を図る。
・成人病センターにおいては、電子カルテに対応したクリニカルパスの適用の検証と電子カルテ化によるバリアンス（標準的な経過とずれた結果）分析を実施する
・医療の質の改善・向上や、経営改善につなげるため、ＤＰＣ（急性期入院包括払い制）の診断群分類など、他の医療機関との比較を考慮しつつ、診療データの収集・分析を行う。

	○クリニカルパスの適用・作成状況
・　目標を上回るパス作成により、適用率については、精神医療センターを除く4病院中3病院が目標を、また4病院すべてが前年度実績を上回り、種類数については、4病院とも目標及び前年度実績を上回った。
・　精神医療センターでは、緊急救急病棟に入院した統合失調症の患者に、統合失調症クリニカルパスを98例（適用率93.3%）適用した。
・　成人病センターでは、電子カルテ導入に伴うクリニカルパスの情報システム化や、適用状況を正確に把握できるよう解析可能なソフトを導入したことなどにより、適用率、適用数とも大幅に目標値及び前年度実績を上回った。
○ＤＰＣの活用による診療データの収集・分析
（急性期Ｃ）
・　診療科別のＤＰＣ群分類による粗利管理（薬品費・診療材料費を用いて粗利を求めたもの）による分析情報の共有化や他病院との比較分析を行うなど、経営改善を図った。
（成人病Ｃ）
・　「ＤＰＣ薬事診療報酬委員会」において、包括総収入などの分析結果の報告を行うとともに、他病院との比較を行うなど、増収に向けた検討を行った。
（母 子 Ｃ）
・　ＤＰＣのコーディング（疾病名の決定）技術の蓄積やワーキンググループの設置による、診療科別・疾病名別に検討・分析についての報告会を毎月実施した。
・　他の類似小児病院とのベンチマークを行い、新たな施設基準取得のためのワーキンググループを設置した。
クリニカルパス適用状況
病院名
区分
平成22年度実績
平成23年度目標
平成23年度実績
目標差
前年度差
急性期・総合医療センター
適用率（％）
82.0
81.0
83.5
2.5
1.5
種類数（種）
646
550
796
246
150
呼吸器・アレルギー医療センター
適用率（％）
41.5
39.0
43.5
4.5
2.0
種類数（種）
89
68
93
25
4
成人病センター
適用率（％）
59.4
60.0
80.3
20.3
20.9
種類数（種）
162
150
 316
166
154
母子保健総合医療センター
適用率（％）
42.2
45.0
43.8
△1.2
1.6
種類数（種）
110
100
136
36
26

	Ⅳ
	Ⅳ
	○クリニカルパスの適用・作成状況について、適用率は精神Ｃを除く、４病院中３病院が目標を、また４病院すべてが前年度実績を上回り、種類数については、４病院ともに目標及び前年度実績を上回っている。
○また、ＤＰＣの活用による診療データの収集・分析とともに他病院との比較分析を実施。
※クリニカルパスは、入院における患者の負担軽減及びわかりやすい医療の提供に資する重要なツールであり、当該項目の実績が向上していることは、自己評価の「Ⅳ」は妥当であると判断した。


	3 　患者中心の医療の実践

	(17)

・患者中心のより良い医療を提供するため、患者の基本的な権利を尊重することを定めた「患者の権利に関する宣言」等を職員に周知徹底するとともに、職員を対象とする人権研修に引き続き取り組み、患者の基本的な権利等を尊重する機運の醸成に努める。
・治療への患者及び家族の積極的な関わりを推進するため、患者等の信頼と納得に基づく診療を行うとともに、検査及び治療の選択について患者の意思を尊重するため、インフォームド・コンセント（正しい情報を伝えた上での医療従事者と患者との合意をいう。）の一層の徹底を図る。
・患者等が主治医以外の専門医の意見及びアドバイスを求めた場合に適切に対応できるよう、セカンドオピニオン（患者及びその家族が、治療法等の判断に当たって、主治医と別の専門医の意見を聴くことをいう。）や、がん相談支援センターにおける患者及び府民への相談支援の充実に取り組む。
・患者の病状に応じた治療を行うとともに、個々の患者の希望を尊重した最適な医療の提供に努め、患者のＱＯＬの向上を図るため、新しい医療技術の導入や医師、看護師等の連携によるチーム医療及び各診療科の医師が連携した患者中心の医療を推進する。
・病院給食について、治療効果を上げるための栄養管理の充実とともに、患者の嗜好にも配慮した選択メニューの拡充などに取り組む。

	・各病院において、「患者の権利に関する宣言」を職員に周知徹底するとともに、院内各所にわかりやすく掲示する等により、患者等への周知を図る。
・「人権教育行動指針」に基づき作成した人権教育・研修計画により、職員を対象とする人権研修を実施する。
・患者の信頼と納得に基づく診療を実践するため、インフォームド・コンセントの徹底を図るとともに、説明文書や同意文書について、より患者に分りやすいよう内容を精査、見直す。
・各病院において、セカンドオピニオン（患者及びその家族が、治療法等の判断に当たって、主治医と別の専門医の意見を聴くことをいう。）について、ホームページを利用したＰＲなどに努め、積極的に取り組む。
・また、急性期・総合医療センター及び成人病センターでは、がん相談支援センターにおいて、電話又は面談での相談支援を実施し、内容の充実に努める。
・各病院において、患者のＱＯＬ（生活の質）の向上を図るため、新しい医療技術の導入やチーム医療の充実などにより、患者の病態に応じた治療を行うとともに、個々の患者の希望を尊重した最適な医療の提供に努める。
・急性期・総合医療センターの生活習慣病センターにおいては、外来糖尿病教室を毎月開催するとともに、小児糖尿病患者、インスリン治療患者、認知症をかかえる患者などコントロールの困難な糖尿病患者に対する診療体制の充実や、糖尿病合併患者に対する総合的な検査の実施に取り組む。
・病院給食について、栄養サポートチーム（ＮＳＴ）活動(医師、看護師、栄養士、薬剤師、検査技師のチーム活動による低栄養状態の改善指導）など治療効果を上げるための栄養管理の充実と併せて、患者の嗜好にも配慮した選択メニューの拡充に取り組む。また、母子保健総合医療センターにおいては、温冷配膳車を導入する。
・母子保健総合医療センターにおいては、ユニセフ（国連児童基金）の「赤ちゃんにやさしい病院」（ＢＦＨ）の認定取得をめざし、母乳育児支援活動を推進する。

	　各病院において、より安心で信頼できる質の高い医療を提供するため、患者・府民の目線から、
さまざまな取り組みを行った。
○「患者の権利に関する宣言」・人権研修の実施等
・　各病院において、「患者の権利に関する宣言」を職員に周知徹底するとともに、院内の掲示板や入院の案内等のパンフレットに掲載するなど、周知を図った。
・　各病院の役割に応じた人権に関する研修等を実施するとともに、本部と病院との共催を含め職員を対象とした人権研修を計7回実施した。
○インフォームド・コンセントの徹底等
　（急性期Ｃ）患者への説明時に電子化された画像を活用したわかりやすい説明の実施
　（呼吸器Ｃ）呼吸器外科、消化器・乳腺外科などの外科系診療科で患者が理解しやすいクリニカルパスを作成・運用
　（精 神 Ｃ）統合失調症クリニカルパスや入院診療計画書、看護計画等を用いた説明の実施や隔離・拘束時における保護室、拘束時の写真を告知文と併せた説明の実施
　（成人病Ｃ）インシデント・アクシデント事例を踏まえた、新たな説明文書の作成
　（母 子 Ｃ）インフォームド・アセント（子どもに理解できるようわかりやすく説明し、その内容について子どもの納得を得ること）の徹底
○セカンドオピニオンの実施状況
・　精神医療センター以外の4病院で実施し、各病院のホームページで府民・患者にＰＲを行い、充実に努めた。
・　急性期Ｃ　33件、呼吸器Ｃ　11件、成人病Ｃ　858件、母子Ｃ　58件
○がん相談支援センターの取組み
（急性期Ｃ）
・　非常勤看護師を増員するなど、相談体制の充実
・　医療相談コールセンターを設け、2月から専用電話による相談の開始など
（成人病Ｃ）
・　がんに関する医療情報の提供を中心に院外から年間1,000件を超える電話相談を受付けた。窓口での相談については、高額療養費制度、生活保護制度などの社会保障制度等延べ6,562件の相談を受付けた。
○患者のＱＯＬ（生活の質）向上の主な取組み
（急性期Ｃ）新たに、こども虐待対策員会を設置し、「児童の虐待防止等に関する法律」及び「児童福祉法」に基づき、医療現場における支援チームとして、児童虐待の予防、早期発見、治療や再発防止を推進
（呼吸器Ｃ）呼吸サポートチームにおいて、月1回の回診を月3回への増加や、緩和ケアチーム（緩和ケア専門医、緩和ケア認定看護師等）による一般病棟への回診の実施
（精 神 Ｃ）家族心理教室の開催や、医療観察病棟における治療評価会議の開催
（成人病Ｃ）がん在宅医療を円滑に進めるため、受け入れ側の病院・診療所の医師も含んだ合同カンファレンスの実施や講演会等の相互参加等を通じた病診連携の強化
（母 子 Ｃ）高度医療を受けた子どもに対するホスピタルプレイ士の関わりによる患児への心のケアなど
○急性期Ｃ糖尿病・生活習慣病センターにおける取組み
・　看護師、管理栄養士、薬剤師、臨床検査技師、理学療法士、歯科衛生士を中心とした糖尿病ケ
アチーム主催の運動指導や食事診断など患者や地域住民を対象とした外来糖尿病教室を13回開催
した。
○栄養サポートチーム（NST）活動等による栄養管理や選択メニューなど病院給食の充実への取組み
（急性期Ｃ）妊娠糖尿病食（分割食）の新設など
（呼吸器Ｃ）選択メニュー対象患者の拡充など
（精 神 Ｃ）職員による給食試食会の実施（年2回）や栄養状態調査の実施（全6回）など
（成人病Ｃ）患者の嗜好に合わせた食事の提供による喫食量の向上など
（母 子 Ｃ）母性棟における温冷配膳車の運用（4月～）など
○母子保健総合医療センターにおける母乳育児支援活動の推進
・　「赤ちゃんにやさしい病院」（BFH）の認定取得に向けて、部門ごとに小委員会を設置し、改善
点を検討するなど、母乳育児支援活動の推進に努めた。
	Ⅲ
	Ⅲ
	


	第１　府民に提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標
２　患者・府民の満足度向上


	　中
　期
　目
　標
	・質の高い医療を提供するとともに、患者や来院者のニーズを把握しつつ、サービスの向上に努めることにより、患者や府民の満足度を高めること。


	　中
　期
　計
　画
	・患者・府民の目線に立って、その満足度が高められるよう、各病院で創意工夫し、よりきめ細かくニーズに応じた医療サービスを提供する。また、患者サービス向上のための取組効果を把握し、一層の改善に資するために患者等の意見・要望の収集に努める。


	第１　府民に提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標
２　患者・府民の満足度向上
(1)　患者満足度調査等の活用


	中期計画
	年度計画
	法人の自己評価
	委員会評価

	
	
	評価の判断理由（実施状況等）
	
	

	(18)

・ホスピタリティの向上を図るため、病院顧客満足度調査の結果等を活用し、接遇に関するマニュアルの整備や定期的な研修の実施をはじめ、患者等向け案内冊子等の改善など、接遇向上に向けた取組を推進する。
・ＮＰＯの活動と連携・協働して、各病院において院内見学及び意見交換の機会を設けることや、意見箱等を通じて患者・府民の生の声を把握し、サービス向上の取組を進める。

	・　各病院において、患者意見箱や患者満足度調査結果、院内ラウンドなどにより、患者ニーズの把握に努め、改善策の検討を行い、母子保健総合医療センターにおいて、両親がそろって患児に面会できるようボランティアによる乳幼児等の一時預かりを拡充するなど、より患者・府民の目線に立ったサービスの提供を図る。
・　また、これまで取り組んできた患者サービスの効果を客観的に把握するため、９月に患者満足度調査を実施する。
・　各病院において、患者意見箱や平成２２年度に実施した患者満足度調査の結果等を踏まえて、取組の検証を行い、計画的に患者・府民サービスの向上に取り組む。
・　玄関ホールへの案内職員の配置や相談窓口の充実、案内冊子の見直しとともに、高額療養費制度の説明の徹底や入院費用の概算額の事前説明を推進する。
・　また、職員接遇については、マニュアルの整備や研修の実施により向上を図る。
・　ＮＰＯによる院内見学及び意見交換（成人病センターを予定）や、病院見学会の実施、意見箱等により、患者・府民の生の声を把握しながら、サービスの向上に取り組む。

	・　各病院において、満足度調査の結果等を踏まえながら計画的に患者サービス向上のための取組みを進めた。事務局長会議において5病院間での情報交換・共有化を図るなど、ＰＤＣＡサイクルで取り組み、法人全体で患者・府民のサービス向上を図った。
・　また、「患者サービス向上月間」の10月には、より一層の患者サービス向上に向けた取組みについて周知徹底を図り、その取組み実績について5病院間で情報共有を行った。
○患者満足度調査の実施
・　9月に専門の調査会社による「病院顧客満足度調査」を実施（精神Ｃの入院調査は、9月～12月に実施）
・　調査の結果、「全体にこの病院に満足している」と答えたものの割合が、過去の調査と比較し、概ね全病院で高くなっている。
　（調査実施状況）
　　入院調査　1,937枚配布、1,681枚回収（回収率86.8%）
　　外来調査　3,533枚配布、3,142枚回収（回収率88.9%）
＜満足度調査結果＞
病 院 名
全体にこの病院に満足している割合（入院）
H18年度
調査
H20年度
調査
H22年度
調査
H23年度
調査
H18年度比較
H20年度比較
H22年度比較
急性期C
87.92
90.57
92.07
90.79
2.87
0.22
△1.28
呼吸器C
81.86
86.10
88.79
90.07
8.21
3.97
1.28
精神C
63.16
48.68
56.07
64.58
1.42
15.90
8.51
成人病C
91.38
91.68
92.75
92.94
1.56
1.26
0.19
母子C
84.68
93.25
90.73
92.86
8.18
△0.39
2.13
※精神Cは、H18年度、H22年度及びH23年度は退院患者、H20年度は在院患者を対象
病 院 名
全体にこの病院に満足している割合（外来）
H18年度
調査
H20年度
調査
H22年度
調査
H23年度
調査
H18年度比較
H20年度比較
H22年度比較
急性期C
67.65
80.05
78.83
80.96
13.31
0.91
2.13
呼吸器C
67.77
77.89
79.63
77.83
10.06
△0.06
△1.80
精神C
66.67
80.20
76.89
77.54
10.87
△2.66
0.65
成人病C
80.20
86.26
89.44
86.93
6.73
0.67
△2.51
母子C
79.52
87.55
88.20
88.79
9.27
1.24
0.59
○患者・府民の満足度向上のための各病院での主な取組み
（急性期Ｃ）・患者総合相談室に専用電話回線による医療相談コールセンターを設置
            ・寛いだ雰囲気で入院受付や入院手続き、入院概算額等について一元的に説明を行う　　　　　　　「やすらぎセンター」を開設
（呼吸器Ｃ）・手術・ＩＣＵの家族待合室利用者への院内用ＰＨＳの貸し出しを開始（H24.3月～）
　　　　　  ・患者等からの苦情等の対応や意見箱の回答調整を行う患者相談室を設置（4月～）
（精 神 Ｃ）・ホテルの専任インストラクターを招いた、接遇研修を10月に実施
　　　　　　・家族同士が交流し、支え合い、支援者としての家族を支援することを目的とした家族心理教室（全6回）を実施
（成人病Ｃ）・病棟、受付、外来及び検査室での対応を接遇委員がラウンドチェックし、その結果を接遇マナー新聞に掲載の上、周知徹底
　　　　　　・全職員を対象とした接遇研修の実施（5月：168人参加、3月：196人参加）
（母 子 Ｃ）・両親が揃って患児に面会できるようボランティアによる乳幼児等の一時預かりの事前　　　　　　　予約制を、一部当日利用も可能とする対応の拡大
　　　　　　・長期入院患者の食事に対するストレスの緩和や自由におやつを選ぶ楽しみを提供する「おやつバイキング」を導入
○ＮＰОの院内見学等
・　成人病センターでは、NPOによる院内見学と意見交換会を1月に実施した。
・　NPOによる院内見学と意見交換会を行った成人病センターを除く4病院においては、相互に患者サービス向上に関する取組みを見学、意見交換を実施した。
・　各病院の患者サービス向上委員が、先進的・模範的な取組みを行っている倉敷中央病院を視察した。
	Ⅲ
	Ⅲ
	


	第１　府民に提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標
２　患者・府民サービスの一層の向上
(2)　院内環境等の快適性向上


	　中
　期
　目
　標
	・院内の快適性向上や患者のプライバシー確保の観点から、施設や設備の改修・補修などを実施すること。
・また、利便性の向上についても、患者や来院者のニーズにきめ細かく対応して、効果的な取組に努めること。



	中期計画
	年度計画
	法人の自己評価
	委員会評価

	
	
	評価の判断理由（実施状況等）

	評価
	評価
	評価の判断理由・評価のコメント
など

	(19)

・患者及び来院者により快適な環境を提供するため、病室、待合室、トイレ、浴室等の改修・補修を計画的に実施するとともに、患者のプライバシー確保に配慮した院内環境の整備に努める。
・コンビニエンスストア等患者のニーズの高い店舗の誘致や駐車場の増設、病室の個室化などにより、患者等の利便性の向上を図る。

	・　引き続き、個室化など病室の整備や浴室、トイレの改修に取り組み、患者のプライバシーに配慮した環境の整備に取り組むとともに、呼吸器・アレルギー医療センターにおいては、眺望の良い　　１２階に、患者や家族、見舞い客がくつろぐことのできる「おもてなしルーム」を整備するほか、ボランティアの控室を設置する。
・　患者等の利便性の向上を図るため、急性期・総合医療センターにおいて、駐車場を一部立体化し、駐車可能台数を増加させるとともに、軽食を提供する店舗の誘致や食堂のリニューアルを行う。また、母子保健総合医療センターにおいては、コンビニエンスストア・軽食スペースを整備する。
	○院内施設の改善及び利便性の向上
　　各病院で、法人全体の収支改善状況を踏まえた補正予算も活用し、患者や来院者に快適な環境を提供するなど利便性の向上を図った。
　　　
（急性期Ｃ） ：車椅子対応のためのトイレの改修、外来待合椅子の更新、病棟浴室のシャワー化、駐輪場の改修、患者等来院者に配慮した正面玄関風除室等の改修及び立体駐車場の整備に伴う駐輪・駐車可能台数の拡充など
（呼吸器Ｃ） ：病棟12階における展望ホールの開設、ボランティア控室の供用開始、病室の空調設備の更新、浴室のバリアフリー化など
（精 神 Ｃ） ：外来待合におけるパソコン設置、空調設備の更新など
（成人病Ｃ） ：床頭台、洗濯機、乾燥機、特別室のドア等のリニューアル、病院のホームページの更新など
（母 子 Ｃ） ：コンビニエンスストア・軽食スペースの整備、駐車可能台数の拡充を目的とした立体駐車場の整備に着手など

	Ⅳ
	Ⅳ
	○各病院で、法人全体の収支改善状況を踏まえた補正予算も活用し、患者や来院者に快適な環境を提供するなど利便性の向上を図った実績により、自己評価の「Ⅳ」は妥当であると判断した。
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